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β本学術会護だより ゐ6．9

　　　　　　　　　　　第13期最後の総会終わる

一「国際間の科学技術協力と研究の自由について（声明）」を採択一

昭和63年5月　日本学術会議広報委員会

　日本学術会議は，4月20日から4月22日まで第104回総会を開催し，「国際間の科学技術協力と研究の自由に

ついて（声明）」を決議するとともに，4件の勧告・要望・見解を採択しました。

　　　　　　　　総　会　報　告

　総会第1日目（4月20日）の午前中には，会長からの経

過報告，各部・諸委員会報告に続き，勧告・要望等6つの

提案がなされ，同日午後の各部会での審議を経た上で，第

2日目（21日）の午前中にこれらの6件が可決された。そ

の後さらに1件の追加提案が行われ，同日午後これが可決

された。第3日目（22日）午前は特別委貝会が，午後には

常置委員会が開催された。

　なお，総会前日の19日午前には連合部会が開催されて前

記の6案件の予備的な説明・質疑が行われ，またその午後

には各部会が開催された。

　第1日目午前。6件の提案につきそれぞれ提案説明が行

われた後，質疑応答が行われた。午後，各部会を開催。

　第2日目午前。まず，前日提案された「日本学術会議会

則の一部を改正する規則の制定について」，「日本学術会議

の運営の細則に関する内規の一部改正について」が賛成多

数で採択された。第1常置委員会で審議を重ねてきたこれ

ら会則・内規の改正は，（1）副会長世話担当研連のうち6研

連を関係部へ移行させ，残ぴ）の12研連を副会長枠として存

続させること等に伴う措置を決めたものと，（2）現存する6

国際協力事業専門委員会のうち，第14期にも引き続き存続

させる3専門委員会に関する措置を決めたものとである。

このことに関連して，研連活動の活性化に関して活発な発

言が行われた。

　次に第4部提案の「太陽地球系エネルギー国際協同研究

計画（STEP）の実施について」（勧告），同じく第4部提案

の「国立地図学博物館（仮称）の設立について」（勧告），

さらに第5常置委員会提案の「大学等における学術諸分野

の研究情報活動の推進について」（要望）が，いずれも賛成

多数で採択された。続いて，第6常置委員会提案の「我が

国の国際学術交流の在り方についての日本学術会議の見

解」が，これも賛成多数で採択された。

　その縫会長より「国際間の科学技術協力と研究の自由に

っいてll（声明）一日米科学技術協力協定の改定に当たって

一」が遭加提案された。これは，日米科学技術協力協定の
　ヨ改定が行われようとしているに当たり，目下伝えられてい

るその内容について憂慮すべき点があるというので，19日
午後及ぴ20日午後の各部会での討議を経て，そのおおよそ

の見解の一致を踏まえて，会長が総会に提案したものであ

る。この提案を受けて，この声明を出すことは時機を得た

こよであるとしながらも，文章表現に関しては質問・意見

が多く出された。

　第2日目午後。午前の審議に引き続き，一部の文章表現

に関する修正案が数名の会貝から提示され，採決の結果原

案を一部修正したものが賛成多数で採択された。なお，総

会で採択された前記勧告・要望は22日午後内閣総理大臣に

提出され関係諸機関等に送付された。（これらの勧告・要

望・見解・声明の概要は別項所載のとおりであり，詳細は

日本学術会議月報5月号を参照されたい。）

国際間の科学技術協力と研究の自由について（声明）

　　　一日米科学技術協力協定の改定に当たって一一

　最近，日米両国政府間で大筋が合意された丁日米科学技

術協力協定」の改定について，目下伝えられる内容に関し

ては憂慮すべき点が少なくない。

　日本学術会議は，さきに「科学者憲章」（声明），「科学の

国際協力についての日本学術会議の見解」を採択し，科学

者の責務と学術の国際交流に当たっての基本的な原則を明

らかにした（この部分は本文を簡略化した）。

　二国間の学術交流は，相手国の固有の事情があるにして

も，上述の日本学術会議が宣明した全世界的な学術交流の

原則と相容れない内容を含むものであってはならない。全

世界的立場と個別の二国間協定の立場とには差異がありう

るにせよ，いかなる場合にも自由な研究交流，成果の公開と

いった基本原則はかたく守られなければならないと考える。

　今回の「日米科学技術協力協定」の改定は「安全保障」，

「知的所有権」の問題を包含すると伝えられているが，こ

のことによって科学者の研究・発表の自由，科学者の身分

保障などが実質的に制約される恐れがある。したがって，

協定の具体的内容の決定に当たっては，慎重な配慮が必要

である。

　われわれは，「日米科学技術協力協定」の改定に当たっ

て，本会議が明らかにしてきた上述の諸原則の精神を最大

限に尊重することを強く要望するものである。

　この種の科学技術協力に関する国際的取極めについては，

事前に広く科学者の意見を聴取すべきものであると考える。

　太陽地球系エネルギー国際協同研究計画
　　（STEP）の実施にっいて（勧告）

　暗黒の宇宙空間に浮かぷ青いルビーのように光る地球が，

我々にとってかけがえのない惑星であることが，理解され

るようになったのは，20世紀の科学研究の最大の成果の1

つである。宇宙空間に浮かぷ我が惑星，地球には，太陽か

らの紫外線や太陽風プラズマが絶えず襲っていて，絶妙な

エネルギーバランスを保ちつつ，地球の電磁圏や中間圏，
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成層圏を作っている。しかしこのシステムには，未だ多くの

謎が残されていて，この謎の理解は宇宙空間の基礎物理の

理解とともに永続的な地球環境変化の理解の基礎ともなっ

ている。したがって国際太陽地球系物理学・科学委員会

（SCOSTEP）は，国際科学連合会議（ICSU）の承認を得て，

太陽地球系エネルギー国際協同研究（Solar　Terrestrial

Energy　Program：STEP）計画を立て，1990一一1995年の6

か年間にわた『）その実施を行うよう，各国に要請している。

　本研究計画では，太陽から，地球成層圏にわたる，全領

域について，それを一つのシステムととらえ，そこに展開

する電磁現象，プラズマ現象，及び化学現象について，現

象の変動のみならず，エネルギー伝播の変化も合わせ，定

量的に究明することを目指している。我が国でも本国際協

同研究計画を実施すべく，今回，第104回日本学術会議総会

において，政府に対する勧告が出された。

　　　「国立地図学博物館」（仮称）の設立
　　について（勧告）

　国際社会における日本の役割と責任とが高まるにつれて，

それぞれの国情，民族性，地域的生活様式に即した適切な

対応を行う必要がある。そのためには，一国単位のみなら

ず，主要な行政区域が大都市圏といった主要地域ごとに，

新しい詳細な地理情報を組織的，継続的かつ迅速的確に収

集し，整理加工して，一般の需要に応える体制作1）は，焦

眉の急を要する国家的課題である。ここで言うところの地

理情報とは，様々な地域に即して，その風土と住民，民族

と文化，人ロと社会，生活と環境，資源と産業，集落と交

通，経済と政治などに関して，地図，空中写真，地上景観

写真，衛星画像等（地図・画像情報）によって奉現される

地表の空間的情報を意味する。とりわけ，「地表の地理的事

象を数学的，選択的，かつ記号的に表現した地図」は，コ

ンピュータの支援によって，ますますその情報価値を高め

ている。

　ここに勧告する「国立地図学博物館」（仮称）は，主とし

て諸外国の地図，画像情報の収集，整理，保存を行い，関

連する地域情報を加えて，地理情報のデータ・べ一ス化の

手法や図的解析法，表現法，利用の高度化，地図発連史等
に関する研究を行い，動的，立体的な展示方法を駆使して，

広く国民の国際知識の酒養，地域研究，学術文化，政治行・

政，経済活動等に寄与し，さらに，国内及び国際的地域情

報のセンターとしても基幹的な役割を演じ，国内外の関連

機関と密接に提携して，地理情報の相互補完的及び相乗的

価値を高めることを目指すものである。

大学等における学術諸分野の研究情報活動の
推進にっいて（要望）

　高度情報化社会に即応した新しい手段によ歌），学術研究

の基礎的情報・資料を整備すること，情報・資料や研究成

果を全国的・国際的に流通させることが，学術のすべての

分野を通じて強く要望されている。これらの推進のために，

近年，文献資料センター，データ資料センターの整備，「学

術情報センター」の設立，データベース作成の支援などが

行われ，その環境はかなり整備されてきた。

　これらの環境を基盤として，それを強力に補完するもの

こそ，個々の専門分野での研究情報活動である。このため，

国公私立大学等で，国際協力を念頭に置きつつ，それぞれ

特色を持つ領域を単位として，情報・資料を整備し，その

分野での研究成果を提供する組織の設置と方法の推進とと

もに，「学術情報センターJのネット・ワークなどを通じて，全
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国的・国際的に流通させる体制の強化が急務であると考え

る。このために，下記のような体制の確立を要望する。

　（1）専門分野別に研究情報センターを設置すること。（2）大

学等の既存の諸機関（文献資料センター等）における研究

情報活動を推進すること。（3）個別的なデータベース・知識

べ一スの作成と新規のデータ処理方法の開発を助成するこ

と。（4）「学術情報センター」の拡充を図ること。（5）大学等

とそれ以外の機関（官公庁，学・協会を含む）との情報の

流通を円滑化すること。

我が国の国際学術交流の在り方についての
日本学術会議の見解

　学術の問題は国際的視点を外して考えることはできない。

日本学術会議は，昭和36年10月27日第34回総会において「科

学の国際協力についての日本学術会議の見解」を採択し，

科学の国際協力は，（1）平和への貢献を目的とすべきこと，

（2）全世界的であるべきこと，（3）自主性を重んずべきこと，

（4）科学者の間で対等に行われるべきこと，（5）成果は公開さ

れるべきことの5原則を明らかにした。この見解は，国際

学術交流における一般的原則を示すもので，今日において

も尊重されるべきものである。

　この見解表明から四半世紀を経て，国際学術交流を取り

巻く環境の変化は急速に進んでいる。その変化の速度は今

後更に顕著になると思われる。しかし，このような著しい

変化の中で，国際学術交流に対する我が国の人的，制度的，’

財政的対応は必ずしも満足すべき状態にはない。今回の見

解は，こうした状況を踏まえ，我が国の国際学術交流は今

後一層積極的かつ能動的な姿勢へ転換させることの重要性

を指摘し，次のとお㌃），人の問題，国際交流の進め方の問

題，組織の問題の三つの面で，新しい姿勢に見合った改革

を進めて行くことの必要性を表明している。

　（1）人的交流の促進と大学・研究機関の国際的開放

　（2）学術研究活動の世界的展開

　　①国際的学術機関の活動への積極的参加

　　②国際的研究プロジェクトの策定と遂行

　　③二国間・地域間学術交流
　（3）国際学術ネットワークの確立

　　　　全国学術研究団体総覧（1988）

　学術研究団体調査の結果をもとに，我が国の学術研究団

体1236団体が分野別に，また大学関係学会等一覧が収録さ

れています。［日本学術会議事務局監修・㈲日本学術協力財

団編集・6500円・郵送料350円］

　※本総覧は，全国の政府刊行物サービスセンターで販売。

　　日本の学術研究動向（昭和63年4月）

　人文・社会科学及び自然科学を網羅した科学者から成る

日本学術会議において，全学問分野にわたり，学術研究の

動向の現状分析とその展望を行い，その成果を取りまとめ

たもの。［日本学術会議・㈲日本学術協力財団発行・5000円・

郵送料200円］

※本資料は，㈲日本学術協力財団で取り扱っています。

　御意見・お問い合わせ等がありましたら下記まで

お寄せください。

　〒106港区六本木7－22－34
　　日本学術会議広報委員会電話　03（463）6291

41


